
集落等の代表者  都道府県知事は、第三者機
関において検討・評価。 

国（農林水産省）段階 

自己評価 

市町村段階 

• 集落等の自己評価結果が適
正であるか評価した上で、
「優良」、「適当」、「要指導・
助言」、「返還」の４区分によ
り、全ての集落協定等を評
価。 

• 結果として協定農用地の維
持が図られているか。 

1. 集落協定等の評価結果等に
基づき、制度としての成果を
取りまとめ、課題を明確化。 

2. 上記を踏まえた推進体制の
改善・見直しや集落等への支
援の方向性を検討。 

都道府県段階 

指
導
・助
言 

1. 市町村の評価結果及び自己
評価結果に基づき、制度とし
ての成果を取りまとめ、課題
を明確化。 

2. 上記を踏まえた推進体制の
改善・見直しや集落等への支
援の方向性を検討。 

• 市町村が実施した集落協定
等の評価結果及び指導・助
言の内容が適当であるか、
市町村の自己評価結果に対
する評価。 

• 結果として市町村内の協定
農用地の維持が図られてい
るか。 

中
間
年
評
価
書 

市
町
村 

報 
 

告 
 農村振興局長は、第三者機関に
おいて交付金に係る効果等を検
討・評価。 

1. アンケート調査の結果と都道府
県の評価結果等に基づき、制度
としての成果を取りまとめ、課題
を明確化。 

2. 上記を踏まえた制度の改善・見
直しの方向性を検討。 

 
1. 自己点検による集落協定等の見直し・

改善 
2. 集落の将来像の実現に向けた取組の

強化 

評価の目的 

中山間地域等直接支払制度の中間年評価の全体像（イメージ） 

 市町村長は、集落等の取組
状況を評価。 

制
度
の
改
善
・見
直
し
及
び
最
終
評
価
の
円
滑
な
実
施 

1. 取組に課題のある協定を明確
にし、必要な指導・助言の実施。 

2. 制度の成果と課題の明確化。 

1. 集落協定等の評価結果におい
て課題のある市町村を明確に
し、必要な指導・助言を強化。 

2. 都道府県下における制度の成
果と課題の明確化。 

1. 集落協定等の評価結果において
課題のある都道府県の明確化と指
導・助言の強化。 

2. 制度の成果と課題の明確化。 

評価の目的 評価の目的 

集落の報告に対する客観評価 

評価の目的 

検討・評価の主体 

評価結果に基づく分析 

市町村報告に対する客観評価 

指
導
・助
言 

評価結果の取りまとめ 評価結果の取りまとめ 

指
導
・助
言 

検討・評価 検討・評価 検討・評価 

集落段階 

検討・評価の主体 検討・評価の主体 検討・評価の主体 中
間
年
評
価
書 

都
道
府
県 

平成３０年２月末頃まで 平成２９年１０月末頃まで 平成２９年９月末頃まで 

 
 

1. 集落マスタープランに定めた取り組むべ
き事項の達成状況     

2. 農業生産活動等として取り組むべき事項
等の実施状況 
 
 

3. 自律的かつ継続的な農業生産活動等の
進捗状況 

4. 加算措置の進捗状況(集落連携・機能維
持加算、超急傾斜地加算) 

必 須 

 
＜自己評価票による定量的評価＞ 
 【Ｈ29年度までの実施状況】 
  ・ 目標の達成状況を60%未満、60～

80%未満、80%以上で評価 
 【Ｈ31年度までの実施見込み】 
  ・ 目標の達成見込みを３段階で評価 
＜アンケート調査による定性的評価＞ 
1. 10年後も活動を維持できる体制の整

備状況とその状況に至った要因 
2. 集落戦略の取組状況 
3. 加算措置の効果、他支払との相乗効

果 
4. 新たな人材の確保状況、ＮＰＯ法人

など農外者の参加効果 
5. 制度継続は必要か、どのような制度

改善が必要か 等 

集落協定・個別協定 

評価の対象 

選択的必須 

評価の方法 
• 市町村の推進体制はどのよ

うになっているか。 
• 評価結果を踏まえ、集落等

への支援は十分であったか。 
• 制度継続は必要か、どのよう

な制度見直しが必要か、等 

市町村としての自己評価 

• 都道府県の実施体制はどの
ようになっているか。 

• 評価結果を踏まえ、市町村へ
の支援は十分であったか。 

• 制度継続は必要か、どのよう
な制度見直しが必要か、等 

都道府県としての自己評価 

国段階で実施する評価 

農業生産体制 

農業生産・販売 

集落維持 

行政取組等に関する評価 

制度全体の総合的な評価 

・経営体、農地集積、耕作放棄地発
生防止などに関する評価 

・農産物の作付、販売、６次産業化な
どに関する評価 

・耕作放棄地防止活動等、寄り合い
の回数など集落維持に関する効果 

・都道府県の評価結果及び自己評価
結果を分析 

・上記の評価結果及びアンケート調
査結果による総合的な評価 

評価の方法 

資料１０ 
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中間年評価のイメージ（フォーマット） 

（参考） 

※ 評価部分のみ 



１．農業生産体制（定量評価） 

Ａ要件 Ｂ要件 

機械・農作業の共同化 農業生産条件の強化 担い手への農地集積 担い手への農作業の委託 新規就農者等の確保 

実
施
状
況 

協定数 

面積 

自
己
評
価 

達成状況 
（達成率） 

60％未満 

60％以上
80％未満 

80％以上 

市町村評価 

◎、○ 

△ 

× 

（所見→結果概要） 

○ Ａ要件、Ｂ要件に関して、機械、作業の共同化や集積などは全体で●ｈａ取り組まれた。女性・若者などの新規就農者は●

人となっている。 

○  集落等の自己評価では、・ ・ ・ ・  

○  集落等の自己票結果に対する市町村の評価は ・ ・ ・ ・ 
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①体制整備単価（A要件、B要件）の実施状況と自己評価 

（活用データ） 実施状況データ、自己評価票→以下、各評価項目においても同様 

「◎」集落の自己評価を上回る評価（集落は自信の取組を過小評価）、「○」概ね集落の自己評価どおりの評価、「△」集落の自己評
価を下回る評価（集落は自身の取組を過大評価）、「×」このままでは交付金の返還が必要 →以下、各評価項目においても同様 

（市町村評価） 
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集落協定全体 

うち協定参加者に 
法人・生産組織を含む 

協定参加者全員が個別農家 

年齢別協定参加者数 

44才以下 

45～54才 

55～64才 

    65～74才 

75才以上 

40歳以下

2.1% 41～45歳

3.2%

46～50歳

5.3%51～55歳

10.2%

56～60歳

14.7%
61～65歳

20.2%
66～70歳

13.9%

71歳以上

30.4%

協定参加者の年齢構成

（集落アンケート）

協定参加者

平均年齢：63.0歳

②集落協定参加者の内訳 

【年齢構成の変化（第３期→第４期）】 

40歳以下

2.1% 41～45歳

3.2%

46～50歳

5.3%51～55歳

10.2%

56～60歳

14.7%
61～65歳

20.2%
66～70歳

13.9%

71歳以上

30.4%

協定参加者の年齢構成

（集落アンケート）

協定参加者

平均年齢：63.0歳

第３期対策 第４期対策 

（イメージとして第３期対
策のものを貼り付け） 

（所見→結果概要） 

○ 協定参加者は、法人・生産組織が含まれる協定や広域の協定については、若者の参加割合が高い傾向にある。 

○ 第３期待作事に比べ、協定参加者の年齢構成は ・ ・ ・ ・ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第1期

第2期

第3期

協定役員平均年齢の前期との比較

（集落アンケート）

①40歳以下 ②41～45歳 ③46～50歳 ④51～55歳

⑤56～60歳 ⑥61～65歳 ⑦66～70歳 ⑧71歳以上

5.3 15.5 34.9 23.9 20.4 第４期 

44才以下 45～54才 55～64才 65～74才 75才以上 （活用データ） 実施状況データ 



③交付金の支出状況 

・交付金の配分割合 

・共同取組活動に配分された交付金の使途 

（所見→結果概要） 

○ 交付金の●％は共同活動に活用。協定規模別でみると、小規模集落より大規模集落協定の方が共同活動に活用される

割合が高い。割合が高活用される割合が高い。 

○ 共同活動分については、●●や▲▲に活用されているが、毎年度変動があり、現場のニーズに合った活用がなされている。 

4 

（活用データ） 実施状況データ 



④生産性向上（農業構造改革）に係る効果 
  ・ 経営体数、経営耕地面積、農地集積面積等 
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直払実施地域※旧市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※旧市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以下） 

2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 

2000→2015 

（増減率又は 

実数） 

2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 

2000→2015 

（増減率又は

実数） 

  経営体数 

   うち組織経営体数 

  経営耕地面積 

  １戸当たり経営耕地面積 

  集積農地面積（受委託含む） 

  農地の集積割合 

  作物別作付面積 

稲・麦類 

野菜類 

     果樹 

  経営規模別経営体数 

10ha未満 

10～30ha 

30～50ha 

50ha以上 

（所見→結果概要） 

○ 中山間直払に取り組んでいる地域は、取り組んでいない地域と比較して、1戸当たり経営耕地面積が○○し、経営形態は

○○が中心になってきている。 

○ 中山間直払に取り組んでいる地域は、○○や○○などの○○型の作物を栽培している面積が○○している。 



直払実施地域※旧市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※旧市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以下） 

2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 
2000→2015 

（増減率） 
2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 

2000→2015 

（増減率） 

  年齢別農業従事者数 

44才以下 ○（割合○％） ○（割合○％） 

45～54才 

55～64才 

     65～74才 

75才以上 

  農業後継者有無別農家数 

後継者有り ○（割合○％） ○（割合○％） 

後継者なし 

⑤ 農業就業構造に係る効果 

（所見→結果概要） 

• 中山間直払に取り組んでいる地域は、取り組んでいない地域と比較して、若い年齢層の農業者の占める割合が○であり、

後継者の確保は○○である。 

・年齢別農業従事者数、後継者有無別農家数 

 

0
10
20
30
40
50
60
70
80

平成12年

平成22年

←H27 

44才以下 45才～54才 55才～64才 

65才～74才 75才以上 

44才以下 45才～54才 55才～64才 

65才～74才 75才以上 

（円グラフはイメージ） 

年齢別農業就業者数の比較（2015） 

直接支払実施割合が○％以上 直接支払実施割合が○％以下 

６ 
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直払実施地域※旧市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※旧市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以下） 

2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 
2000→2015 

（増減率） 
2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 

2000→2015 

（増減率） 

 
  耕作放棄地面積 
 

⑥ 耕作放棄地の発生防止に係る項目 

（所見→結果概要） 

○ 中山間直払実施地域における耕作放棄地面積の増加率は、未実施地域と比べて○となっている。中山間直払に取り組む

ことで耕作放棄地の発生を ・ ・ ・ ・。 

 

（参考） 
・荒廃農地面積の推移（荒廃農地調査） 

直払実施地域※市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※市町村単位 

（地域内農地で直払を実施している割合が○%以下） 

2008年 

(調査開始年度) 
2010年 2015年 

2010→2015 

（増減率） 

2008年 

（調査開始年度） 
2010年 2015年 

2010→2015 

（増減率） 

 
  荒廃農地面積 
 

・耕作放棄地面積の推移 
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・耕作放棄地の発生防止に関する試算 

（推計手法） 

 集落毎の経営耕地面積について平成22年から平成27年の減少率を算定し、それに本制度の取組面積を乗じて、

本制度に取り組んでいない地域で、もし本制度に取り組んでいたら、その農地の減少が防止できたかもしれな

い面積を推計。 

その推計面積に、平成22年から平成27年度の耕作放棄による農地のかい廃割合を乗じて、耕作放棄の発生防止

面積を推計する。  

 

（推計式） 

○ 本対策に取り組んだ地域の経営耕地面積の減少率は、取り組んでいない地域に比べ○％低く、本対策に取り組
んでいない地域で、もし取り組んだ場合、約○万ｈａの耕作放棄が未然に防止されたと推計される。 
○ 上記から、本対策の耕作放棄地発生を防止する効果は、約○万ｈａと推計される。 



２．農業生産・販売（定量・定性評価） 

①体制整備単価（A要件、B要件）の実施状況と自己評価（定量評価） 

9 

Ａ要件 Ｂ要件 

高付加価値型農業の実践 地場農産物等の加工・販売 消費・出資の呼び込み 

実
施
状
況 

協定数 

面積 

自己
評価 

達成状況 
（達成率） 

60％未満 

60％以上80％
未満 

80％以上 

市町村評価 

◎、○ 

△ 

× 

（所見→結果概要） 

○ Ａ要件、Ｂ要件に関して、新規作物の導入や有機農業等の取組、地場農産物の加工販売、観光。体験農園などは全体で

●ｈａ取り組まれた。 

○  集落等の自己評価では、・ ・ ・ ・  

○  集落等の自己評価結果に対する市町村の評価は ・ ・ ・ ・ 
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直払実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○以下） 

2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 
2000→2015 

（増減率） 
2000ｾﾝｻｽ 2005ｾﾝｻｽ 2010ｾﾝｻｽ 2015ｾﾝｻｽ 

2000→2015 

（増減率） 

作物別作付経営体数 

稲・麦類 

野菜類 

花卉・工芸作物 

    果樹 

  作物別作付面積 

稲・麦類 

野菜類 

花卉・工芸作物 

    果樹 

農業生産関連事業経営体数 

農産物の加工 

直接販売 

体験農園・観光農園 

その他 

② 収益向上に係る効果（定量評価） 

（所見→結果概要） 

○ 中山間直払に取り組んでいる地域は、取り組んでいない地域と比較して、野菜や果樹などの高付加価値型の作物を栽

培している経営体が○○で、作付面積については○○である。 

○ 同様に加工や直売、観光農園等の６次産業化に取り組む農業生産関連事業に取り組む経営体数は○○である。 

・ 作物別経営体数、作物別作付け面積、農業生産関連事業経営体数 



③制度が地域にもたらした事象（定性評価） 

○小田集落協定（広島県東広島市） 

Ｈ１２ Ｈ１７ Ｈ２２ Ｈ２７ 

１経営体当たり経
営耕地面積(※1) 0.9ha/経営体 0.9ha/経営体 2.5ha/経営体 

経営体数(※1) 167戸 130戸 52戸 

農地集積面積
(※2) 14ha 17ha 93ha 

小田地区の農業構造の推移 

（所見） 

○ 本制度の取組により、農業生産活動の継続が図られただけでなく、集落の雇用を確保、集落に還元される所得が増大、

新たな人材を確保、集落機能の持続体制を確立など、様々な効果が発現している。 

○ ・ ・ ・ ・  
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・地区事例の中から、地域の雇用、所得、人口
など地域全体に効果が波及している事例をピッ
クアップ（事例はイメージ）。 

○○協定（○○県○○市）の事例 



３．集落維持（定量・定性評価） 

・耕作放棄の防止等の活動 

賃借権
設定・農
作業の＾
委託 

既荒廃
農地の
復旧 

既荒廃
農地の
林地化 

既荒廃
農地の
保全管
理 

農地の
法面管
理 

柵、ネッ
ト等の
設置 

限界的
農地の
林地化 

簡易な
基盤整
備 

土地改
良事業 

自然災
害を受
けてい
る農用
地の復
旧 

地目返
還 

その他 計 

協定数 

自
己
評
価 

達成 
状況 
（達成
率） 

60％未
満 

60％以
上80％
未満 

80％以
上 

市町村
評価 

◎、○ 

△ 

× 

（所見→結果概要） 

○ 耕作放棄を防止するため、各協定では、農作業の委託や柵・ネットや●●等の設置を選択している場合が多く、これら

の項目を推進することが耕作放棄防止している。 

○  集落等の自己評価では、・ ・ ・ ・  

○  集落等の自己票結果に対する市町村の評価は ・ ・ ・ ・ 

12 

①農業生産活動等として取り組むべき事項の実施状況と自己評価（定量評価） 



・水路・農道等の管理 

水路の管理 農道の管理 その他の施設の管理 

実
施
状
況 

協定数 

延長or箇所 

自
己
評
価 

達成状況 
（達成率） 

60％未満 

60％以上80％
未満 

80％以上 

市町村評価 

◎、○ 

△ 

× 

13 

（所見→結果概要） 

○ 水路・農道等の維持・管理に関して、水路の管理は●m、農道の管理は●m取り組まれた。 

○  集落等の自己評価では、・ ・ ・ ・  

○  集落等の自己票結果に対する市町村の評価は ・ ・ ・ ・ 



・多面的機能を増進する活動 

国土保全機能を
高める取組 保健休養機能を高める取組 自然生態系の保全に資する取組 

その他 

周辺林
地の下
草刈 

土壌流亡
に配慮し
た営農 

棚田オー
ナー制度 

市民農園
等の開
設・運営 

体験
民宿 

景観作物
の作付け 

魚類・
昆虫類
の保護 

鳥類の
餌場確

保 

粗放的
畜産 

堆きゅう
肥の施肥 

拮抗作物
の利用 

合鴨・
鯉の利
用 

輪作の
徹底 

緑肥作
物の作
付 

協定数 

自
己
評
価 

達成状況 
（達成率） 

60％未満 

60％以上
80％未満 

80％以上 

市町村評
価 

◎、○ 

△ 

× 

（整理のポイント） 

 多面的機能を高めるために、周辺林地の下草刈や●●等の取組を選択している場合が多い。 

○  集落等の自己評価では、・ ・ ・ ・  

○  集落等の自己票結果に対する市町村の評価は ・ ・ ・ ・ 

14 
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②体制整備単価（C要件）の項目別取組協定数と面積（定量評価） 

Ｃ要件 

持続可能な体制整備 

協定数 面積 ○ha 

自己評価 

達成状況（達成率） 

60％未満 

60％以上80％未満 

80％以上 

市町村評価 

◎、○ 

△ 

× 

（所見→結果概要） 

○ Ｃ要件に関して、高齢化等で耕作等が困難になった農地の引受など持続可能な農業生産体制の整備は全体で●ｈａ取

り組まれた。 

○  集落等の自己評価では、・ ・ ・ ・  

○  集落等の自己票結果に対する市町村の評価は ・ ・ ・ ・ 



③加算措置の実施状況内訳（定量評価） 

集落連携・機能維持加算 
超急傾斜農地保全管理加算 

協定の広域化支援 小規模・高齢化集落支援 

協定数 

面積 

確保した人材 － － 

自己評価 

達成状況 
（達成率） 

60％未満 

60％以上
80％未満 

80％以上 

市町村評
価 

◎、○ 

△ 

× 

（所見→結果概要） 

○ 集落連携・機能維持加算に取り組み、○協定○ｈａで広域化が図られた。また、 同様に○協定○ｈａで高齢化等によ

り耕作放棄地の増大が懸念される小規模・高齢化集落を協定に取り込む集落間連携が進んだ。 

○ 超急傾斜農地保全管理加算に取り組み、○ｈａの超急傾斜農地で保全・活用が取り組まれた。 

○  集落等の自己評価では、・ ・ ・ ・  

○  集落等の自己票結果に対する市町村の評価は ・ ・ ・ ・ 

16 



・集落における話し合いの回数、議題区分の変化 

回数別農業集落数 

直払実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○%以下） 

5回未満 5～10回 11～20回 21回以上 5回未満 5～10回 11～20回 21回以上 

2000センサス ○（割合○％） 

2005センサス 

2010センサス 

2015センサス 

2000→2015 
（増減率） 

○（割合○％） 

議題別農業集落数 

直払実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○以下） 

農業生産 
農道・水路等

の管理 
環境保全 集落行事等 農業生産 

農道・水路等の管
理 

環境保全 集落行事等 

2000センサス ○（割合○％） 

2005センサス 

2010センサス 

2015センサス 

2000→2015 
（増減率） 

○（割合○％） 

（所見→結果概要） 

 協定実施地域は未実施地域と比較して、話し合いの回数が○○となっており、議題に関しては、協定実施地域では未

実施地域に比べ○○○に関するものが多い。 

④地域の活性化・維持に係る効果（定量評価） 

１７ 



・ 活性化のための取組状況 

活性化のための取組を行っている農業集落数 

直払実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○%以上） 

直払未実施地域※旧市町村単位 
（地域内農地で直払を実施している割合が○以下） 

環境美化・自
然環境の保全 

伝統的な祭
り・文化・芸能

の保全 

各種イベント
の開催 

グリーン・ツーリ
ズムの取組 

環境美化・自
然環境の保

全 

伝統的な祭り・文
化・芸能の保全 

各種イベントの
開催 

グリーン・ツーリ
ズムの取組 

2000センサス ○（割合○％） 

2005センサス 

2010センサス 

2015センサス 

2000→2015 
（増減率） 

○（割合○％） 

（所見→結果概要） 

• 中山間直払に取り組んでいる地域は、取り組んでいない地域と比較して、○○○や○○○に取り組む集落が多く、農業外

に対し○○○な状況にある。 

１８ 



○小田集落協定（広島県東広島市） 

Ｈ１２ Ｈ１７ Ｈ２２ Ｈ２７ 

１経営体当たり経
営耕地面積(※1) 0.9ha/経営体 0.9ha/経営体 2.5ha/経営体 

経営体数(※1) 167戸 130戸 52戸 

農地集積面積
(※2) 14ha 17ha 93ha 

小田地区の農業構造の推移 

（所見） 

○ 本制度の取組により、農地の保全等に関する共同取組活動を契機として、地域の将来展望に関する話し合いが始まり、

新たな人材の確保や女性・高齢者活動の活発化、集落外との交流事業の実施など、集落機能の持続に向けた様々な効果が

発現している。 

19 

・地区事例の中から、農地保全に関する共同活動
を契機に会合やイベント等など地域活動が活発に
なるなど集落維持に効果をあげている事例をピック
アップ（事例はイメージ）。 

○○協定（○○県○○市）の事例 

⑤制度が地域にもたらした事象（定性評価） 



⑥ 他制度への影響（多面的機能支払との組み合わせ実施による相乗効果等） 

役員報酬 研修会費等 農道・水路管
理費 

鳥獣被害防
止対策費 

共同利用施
設整備費等 

共同利用機
械購入費等 

多面的機能
増進活動費 

土地利用調
整関係費 その他 

中山間直払単
独実施協定 

中山間、多面支
払実施協定 

・共同取組活動経費使途別協定数 

・共同取組活動の交付金の使途（支出割合） 

中山間直払実施地区 中山間直払＋多面支払実施地区 

（円グラフはイメージ） 

（所見→結果概要） 

○ 両支払いに取り組んでいる集落では、中山間直払の交付金を○○○の経費として活用しており、活動項目も○○○など

が多い。 

○ ・ ・ ・ ・  

20 
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４．行政取組等の評価 

○ 市町村が実施した協定毎の総合評価結果 

(注)  総合評価とは、活動項目毎の評価結果（◎、○等）の合計数等に応じて
各協定を、「優」、「良」、「可」及び「不可」で評価。 

○ 全協定○○，○○○のうち、「優」、「良」と評価されたのは、○○，○○○協定で、全体の○○％を占め、集落協定に定めら
れた取組はおおむね順調に取り組まれていると考えられる。 

○ 前回（第３期対策）の中間年評価結果と比べると、 「優」、「良」と評価された協定の割合はおおむね変わらないものの、「優」
と評価された協定数が大きく増加した。 

○ 「優」と評価された協定は○○，○○○で、全体の○割を占め、交付面積で見ても、全体の○割を占めている。また、評価が
高い協定ほど、交付面積も大きい状況にある。 

○ 一方、達成の度合いが低く、「可」と評価された協定が○○○協定（○％）ある。 

（参考）第３期対策（H24） 

（参考）第３期対策（H24） 

優

17,126 

62.6%

良

9,683 

35.4%

可,  543 , 

2.0%

不可,  - , 0%

総合評価の割合（協定数）

優

571,564 

84.4%

良

100,035 

14.8%

可,  5,455 , 

0.8%

不可,  - , 0%

総合評価の割合（交付面積(ha)）

優

17,126 

62.6%

良

9,683 

35.4%

可,  543 , 

2.0%

不可,  - , 0%

優

571,564 

84.4%

良

100,035 

14.8%

可,  5,455 , 

0.8%

不可,  - , 0%

（円グラフはイメージ） （円グラフはイメージ） 

①市町村の集落に対する評価 
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②都道府県の市町村に対する評価（市町村実施体制、意見、課題） 

○ 主な市町村の実施体制としては、…。 

○ 主な意見としては、…。 

○ 主な課題としては、…。 

項目 

実施体制 ○・・・・・・・・。 

意見 ○・・・・・・・・。 

課題 
○・・・・・・・・。 

③都道府県の評価結果の取りまとめ及び分析 

○ 主な都道府県の実施体制としては、…。 

○ 主な意見としては、…。 

○ 主な課題としては、…。 

項目 

実施体制 ○・・・・・・・・。 

意見 ○・・・・・・・・。 

課題 
○・・・・・・・・。 

２２ 
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５．制度全体の総合的な評価 

① アンケート調査結果 

※以下の設問でアンケートを実施し、本制度の定性的な効果、地域の抱える課題、必要な支援等を把握し、結果を取りまとめ 
問Ｎｏ 関連する評価項目等

1 農業生産体制(農地の維持)、集落維持（農地維持に向けた合意形成の継続）

2 農業生産体制（担い手の確保）、集落維持（活動の核となる人材の確保）

3 行政取組等の評価

4
農業生産体制(担い手の確保、農地集積)、農業生産・販売（新規作物、加工・直売等）集落維持（若手人材の確
保、集落間連携）

5
農業生産体制(担い手の確保、農地集積)、農業生産・販売（新規作物、加工・直売等）集落維持（若手人材の確
保、集落間連携）

6 行政取組等の評価

7
農業生産体制(担い手の確保、農地集積)、農業生産・販売（新規作物、加工・直売等）集落維持（若手人材の確
保、集落コミニュティの活発化）

8 農業生産体制（担い手の確保）、集落維持（若手人材の確保、農地維持に向けた合意形成の継続）

9 行政取組等の評価

10 農業生産体制(担い手の確保)、集落維持（農地維持に向けた合意形成の継続、集落コミニュティの活発化）

11 農業生産・販売(販売促進活動)、集落維持（農地維持に向けた合意形成の継続）

12
農業生産体制(担い手の確保、農地集積)、農業生産・販売(有機農業等への取組)、集落維持(農地維持に向けた合意
形成の継続、人材の確保、集落コミニュティの活性化)

13 行政取組等の評価

14 農業生産体制（担い手の確保、農地集積）、集落維持(人材の確保)

15 農業生産体制（担い手の確保、農地集積）、集落維持(人材の確保)

16 集落維持（取組の核となる人材の確保）

17 集落維持（取組の核となる人材の確保）

18
農業生産体制(担い手の確保、農地集積)、農業生産・販売(有機農業等への取組)、集落維持(活動の核となる人材の
確保、集落コミニュティの活性化)

19 行政取組等の評価

20 行政取組等の評価

21 行政取組等の評価

本制度とあわせ「多面的機構支払」又は「環境保全型直接支払」にも取り組んだことにより、どのような効
果があったか

本制度とあわせ「多面的機構支払」又は「環境保全型直接支払」にも取り組むあって、課題となったことは
何か

小規模・高齢化集落支援により、10年後も農地保全や農道・水路等の管理等を継続できる体制が整ってきた
要因は何か

超急傾斜農地保全管理加算により、10年後も農地保全や農道・水路等の管理等を継続できる体制が整ってき
た要因はなにか

設　　問　　の　　内　　容

協定農用地は、10年後も保全・管理されていると思うか

（本制度の必要性を認めた上で）
制度改善の具体的な内容は何か（記述式）

（本制度は必要ないとすれば）
今後、集落の農地を維持していく具体的な方策は何か（記述式）

10年後、農地保全の中心となるのは誰か

10年後、農地保全や農道・水路等の管理等が、なぜ出来なくなると考えているか

10年後、農地保全や農道・水路等の管理等を継続されるため取り組んでいることは何か

問４以外に取り組もうと考えていることは何か

問４及び問５の取り組みを実現するために必要な支援は何か

10年後も農地保全や農道・水路等の管理等を継続できる体制が整ってきた要因は何か

集落協定の広域化により、10年後も農地保全や農道・水路等の管理等を継続できる体制が整ってきた要因は
何か

広域協定を締結できた要因は何か(広域協定を締結し、活動していくための条件)

「将来展望」について話し合いを実施しているか(「集落戦略」への取組状況)

「将来展望」で示された将来方向実現のための特別な取組を行っているか

人材確保のためどのような取り組みを行っているか

人材確保の現状と将来の見通しはどうなっているか

農業生産活動以外で、集落機能を維持することを目的にどのような活動を行っているか

ＮＰＯ法人や大学等の教育機関など農外の者がどのような活動を行っているか
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② 本制度の総合的な評価（中間年評価結果） 

１～４の評価結果のまとめ 

第三者機関の委員からの意見等 

○・・・・・・・・。 

○・・・・・・・・。 



６．集落協定・個別協定の概要 

・交付面積、協定数、協定参加者数の推移 

66.4万ha 

66.2万ha 

67.8万ha 68.2万ha 68.7万ha 

54.1万ha 

63.2万ha 

65.5万ha 
66.2万ha 

66.5万ha 

65.4万ha 
66.3万ha 66.5万ha 66.4万ha 

ha 

ha 

ha 

ha 

ha 
第２期対策 第３期対策 第４期対策 第１期対策 

H16 H17 H21 H12 H22 H26 H27 H31 

68.7万ha 
←交付面積 

←協定数 

（以下のグラフ等も追加） 

←１協定当たり参加者数 

←1協定当たり面積 

←協定参加者数 

・地目別交付面積、交付基準別交付面積、面積規模別協定数割合 

（整理のポイント） 

 協定面積は、減少しているが、１協

定当たりの面積は拡大しており、地域

全体で支える体制が出来つつある 

（活用データ） 

 ・実施状況データ 

（整理のポイント） 

 各期の最終年のデータとも比較する

と、面積規模が大型化している。 

（活用データ） 

 ・実施状況データ 
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１）集落協定 
  ①集落協定の概要 



・交付面積、協定数の推移 

66.4万ha 

66.2万ha 

67.8万ha 68.2万ha 68.7万ha 

54.1万ha 

63.2万ha 

65.5万ha 
66.2万ha 

66.5万ha 

65.4万ha 
66.3万ha 66.5万ha 66.4万ha 

ha 

ha 

ha 

ha 

ha 
第２期対策 第３期対策 第４期対策 第１期対策 

H16 H17 H21 H12 H22 H26 H27 H31 

68.7万ha 
←交付面積 

←協定数 

（以下のグラフ等も追加） 

←１協定当たり参加者数 

←1協定当たり面積 

・地目別交付面積、交付基準別交付面積、面積規模別協定数割合 

２）個別協定 
  ①個別協定の概要 集落協定と同じような整理 

（整理のポイント） 

 個別協定は、集落協定の補完的な位置づけで取り組んできたが、農業生産組織等への農

地集積や高齢化による廃業等から、個別協定の取組が増加。１協定当たりの面積も●ｈａと

大規模で取り組んでいる 

（活用データ） 

 ・実施状況データ 

26 


	014（資料10）中間年評価全体像（イメージ）
	スライド番号 1

	015（資料10）評価フォーマット
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26


